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■ はじめに  

 

○ 平成２２年度の日本経済は、リーマンショック後の経済危機を脱し、外需や政策による需要

創出・雇用下支え効果により持ち直してきたものの、急速な円高の進行や海外経済の減速懸念に

より、夏以降、先行きの不透明感が強まり、１０月の月例経済報告は、景気の現状を「このとこ

ろ足踏み状態となっている」と、１年８カ月ぶりに景気判断を下方修正した。 

 

○ しかしながら、１月の月例経済報告は、「景気は、足踏み状態にあるが、一部に持ち直しに

向けた動きがみられる」と７カ月ぶりに上方修正しており、景気動向の一致指数である鉱工業

生産指数も改善するなど、年末から再び明るい兆しも見えてきたところであった。 

 

○ ところが、３月１１日の東北地方太平洋沖地震は、岩手県、宮城県、福島県の沿岸部など津

波の直撃を受けた地域だけでなく東北地方、関東地方の多くの県に被害を与えており、今後、

県内産業にも大きな影響を及ぼすものと考えられる。そこで、ＫＩＰは、３月中に実施した県

内中小企業等を対象とした「東北地方太平洋沖地震による影響調査」などによりその影響を把

握し、県内中小企業の経営の悪化を最小限に止めるよう適切な支援を行っていく。 

 

○ また、日本経済の収縮や先行きの不透明感は、アジアを中心とする海外への事業展開に活路

を見出そうとする中小企業の増加を招いている。このような状況に対応して、ＫＩＰは大連・

神奈川経済事務所に２年ぶりに日本人職員を常駐させることにより支援機能を強化するほか、

インド及びＡＳＥＡＮ諸国への県内企業の進出を積極的に支援するため、ビジネスミッション

の派遣などにも積極的に取り組んでいく。 

 

○ さて、ＫＩＰは昨年５月、公益財団法人認定申請を行っており、近々認定を受ける見込みで

ある。そこで、公益財団法人としての責務を着実に果たせるよう、計画期間の最終年度ではあ

るが、平成２１年６月に策定した「新中期経営計画」の全面改定に着手し、組織、事業体系の

見直しなどにより中小企業支援機能の強化を図っていく。 

 

○  なお、今回の震災で中小企業センタービルは１３階、１４階が使用不能になるなど大きな被

害を受けた。ビル事業は公益事業を支える財源を生む収益事業の中核であることから、早急に

復旧工事を行うとともに、この機会にビル事業の収益性の維持・向上を図るため、会議室及び

駐車場も含めた、利用形態、料金体系等事業全体の見直しを行う。 
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■ 重点テーマ      
○ 公益財団法人としての基盤を確立するとともに「神奈川県中小企業支援センター」としての役割

を着実に果たしていくため、「公益財団法人化に伴う事業基盤整備」を最重点テーマとして、事業

に取り組んでいく。併せて、中小企業の支援ニーズが高まっている事業の海外展開に対応し「中小

企業の海外展開支援体制の充実・強化」をもう一つの重点テーマとする。 

＜公益財団法人化に伴う事業基盤の整備＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中小企業の海外展開支援体制の充実・強化＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 新たな中期経営計画の策定 

平成２４年５月末までが計画期間である「新中期経営計画」を全面的に改訂し、

公益財団法人として着実に成果を上げられる組織・事業体系を盛り込んだ新たな中期

計画を、職員参加型で策定する。 

・ 広報活動の充実強化 

ＫＩＰ及びＫＩＰ事業の認知度の向上は長年の課題であるが、公益財団法人化を

機に、外部専門家の協力を得て、ホームページ中心の新たなシステムを確立し、積極

的な広報活動を展開していく。 

・ 公益事業を支える収益事業の収入基盤確立 

＜中小企業センタービル＞ 

中小企業センタービルは平成６年１１月の竣工後１６年以上経過したことから、

修繕すべき箇所も散見される。東北地方太平洋沖地震の被害を受けたこともあり、

早急に復旧工事を行うが、それと並行してビル全体をチェックし、修繕を行うこと

によりビルの利用可能期間の長期化、テナント等利用者の満足度の向上を図る。 

また、会議室及び駐車場については、利用形態・利用者等の分析を行い、利用率

が向上し、しかも顧客満足度が高まる方向で料金体系を見直す。 

 ＜万葉荘＞ 

当面は、営業損益ベースでの黒字化をめざす。その可能性を見極めたうえで、今

後のあり方について検討する。 

＜テクニカルショウ＞ 

本年度から「受・発注商談会」「かながわビジネスオーディション」を同時開催

したことにより来場者数は増加したが、広報活動や併催行事の充実等による出展

者・来場者の確保・拡大、広告収入などの新たな財源の確保により、着実に収益が

上がるビジネスモデルを確立する。 

 

 

 

 

・ 中国での支援機能の強化 

過去２年間、サテライトオフィスという位置づけであった大連事務所にプロパー職

員を駐在させることにより支援機能を強化し、大連だけでなく、中国全土を対象に、

県内企業の貿易取引、直接投資に関する支援を行う。 

・ 支援対象国の拡大 

これまで、中国及び東アジア経済人会議参加国中心に支援を行ってきたが、それ

を、インド及びすべてのＡＳＥＡＮ加盟国に拡大し、県内中小企業の要望に沿った支

援を行い、具体的成果を上げることをめざす。 
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■ 事業体系  
○ 公益財団法人化に伴い「新中期経営計画」の全面改訂に取り組むが、当面、平成２１年６月に策定した

「新中期経営計画」の事業体系に基づき、事業を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 公益財団法人認定後の事業構成  
 

 公益財団法人認定に当たり、事業を「公益目的事業」「収益事業等（「収益事業」及び「その他の事業」）」に

区分し、事業を再構成した。 

１ 公益目的事業 

公１-[経営相談・助言事業] 

  県内中小企業者等が抱える様々な経営課題の解決を支援するため相談を受け、その内容を分析し

て解決に向けた助言・指導を行うとともに最適な支援へ誘導する。 

  

  公 2-[情報収集・分析・提供事業] 

ＫＩＰをはじめとする中小企業支援機関の支援に関する情報や中小企業の経営に影響を与える経済

情報などを、情報誌やホームページなどを活用して県内中小企業者等に提供するほか、県内中小企

業の景況などに関する調査・分析を行う。 

 

公 3-[経営安定・経営改善支援事業] 

 県内中小企業者等の既存事業の実施に関する様々な課題について、それぞれの課題に応じた支援

メニューを用意し、その解決に向けた助言・指導等を行う。 

 

《事業体系のイメージ》

最適な支援
への誘導

創業促進・
事業拡大支援

経営安定・
経営革新支援

企業ニーズに対応した
支援事業の展開

販路開拓支援

資金支援

国際化支援

支援機関との連携・協働の推進
（行政・支援機関・研究機関・金融機関など）

ＫＩＰの活動を支える事業の展開

ワンストップ相談

情報提供

調査・分析
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公 4-[新規創業・新分野進出促進支援事業] 

 新規創業をめざす個人や第二創業・新分野進出に取り組む県内中小企業者などのビジネスプランを

評価し、その実現に向けて継続的に総合的な支援を行う。 

 

公 5-[人材育成事業] 

 県内中小企業等の経営安定・経営改善に不可欠である人材や新規創業をめざす人材を育成するた

めに、それぞれが必要とする知識・ノウハウ・情報などを提供する研修・セミナーを実施する。 

 

２ 収益事業等  

（1）収益事業 

収 1-[ビル運営事業]  

    公益目的事業を支える財源を確保するため、神奈川中小企業センタービルの適切な管理・運営を行

う。 

    

収 2-[保養所運営事業] 

      公益目的事業に充当する財源を捻出するため、湯河原温泉「万葉荘」の運営・管理を行う。万葉荘

を運営することにより、地元住民の雇用や地元企業との取引などによる地域経済への貢献、湯河原町・

町民および地元企業・団体と連携した地域振興にも取り組む。 

  

   収 3-[工業見本市等イベント開催事業] 

県内中小企業者などの企業ＰＲ・新規取引先開拓の場となる工業見本市・先端技術見本市などを主催

するほか、主に中小企業者を対象に経済動向・企業経営などに関する有料シンポジウム・セミナーなどを

開催する。 

 

収 4-［受託事業］ 

  国・県などから、県内中小企業者を対象とする支援事業や県内経済の現状等の調査・分析などを受託

し実施する。 

 

（2）その他の事業 

他 1-［事業基盤整備事業］ 

   円滑な事業活動を支える組織体制の確立、設備機器・情報インフラなどの事業基盤の整備および職

員の能力開発に取り組むほか、中小企業支援施策の着実な推進を図るために、事業の評価、業務効率

化等の推進、職員の能力開発や情報基盤の整備等を行う。 

 

他 2-［会員組織運営］ 

ＫＩＰ会会員をはじめとする県内中小企業の経営層に、「経済」、「経営」、「政治」、「健康」、「地球温

暖化対策」等に関する最新情報を提供するトップセミナーや、中小企業の課題解決等に繋がる実践的

で実効性の高い知識の習得をめざす勉強会を開催するＫＩＰ会活動を支援する。 
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■ 予算概要  
平成 23年度の事業予算は以下のとおり。 

  ※上記には、自主財源による繰入金 96,573千円が含まれている。 

施 策 名 支 援 機 能 名 
23年度予算 
（単位：千円） 

公益認定後の区分 

Ⅰ 最適な支援への誘導 １  相 談 10,018 公１ 

２ 情報提供 9,780 公２ 

３ 調査・分析 2,513 公２ 

小    計 22,311 ― 

Ⅱ 

 

企業ニーズに対応した支援事業の展開 

 

１  経営安定・経営革新支援 12,232 公３ 

２  創業促進・事業拡大支援 35,798 公４ 

３ 販路開拓支援 41,310 公３ 

４ 資金支援 170,377,582 公３ 

５ 国際化支援 20,039 公３ 

６ 人材育成支援 9,321 公５ 

小    計 170,496,282 ― 

Ⅲ 支援機関との連携・協働の推進 1,637 他１ 

小    計 1,637 ― 

Ⅳ ＫＩＰの活動を支える事業の展開 １  センタービル運営・管理 450,302 収１、他１ 

２  万葉荘運営・管理 292,575 収２ 

３ 工業見本市等イベント開催事業 78,624 収３ 

４  円滑な組織運営 494,591 他１ 

５ 職員の能力開発 474 他１ 

６ 中期経営計画の見直し 0 他１ 

７ 会員組織運営 5,000 他２ 

小    計 1,321,566 ― 

Ⅴ その他の事業 １ 企業再生支援 160,617 収４ 

２ 緊急雇用創出事業 59,818 収４ 

３ 欧州地域経済交流促進事業 425 収４ 

小    計 220,860 ― 

合    計 172,062,656 ― 
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■ 事業内容  

Ⅰ 最適な支援への誘導                 ２２，３１１千円 

１ 相  談（経営総合相談室）                  １０，０１８千円  

(1) ワンストップ総合相談の実施                    １０，０１８千円 

〔事業目的〕 

ＫＩＰ職員及び専門相談員による窓口相談（経営、金融、貿易・投資（海外進出）、技術、

創業、取引・販路、法律、知財、ＩＴ）を行うことにより、県内中小企業者等の様々な経営課

題等の解決を図る。 

なお、ＫＩＰ内で解決できない課題については、関係各支援機関や金融機関等との連携に

より解決に導く。 

〔実施内容〕 

ア 窓口相談                                 ９，２０１千円 

窓口や電話等での中小企業者等の経営に関する様々な相談に対し、ＫＩＰ職員や中小企業 

診断士、税理士、弁護士等の専門相談員が情報提供や助言を行う。 

・相談窓口：毎日（ただし、法律相談は週１日で、事前予約が必要） 

(ｱ) 通常相談 

・相談員：ＫＩＰ職員 

・相談日：毎日 

(ｲ) 専門相談  

・相談員：中小企業診断士や税理士、弁護士等の外部専門家  

・相談日：相談内容により曜日指定   ※ 法律相談は週１日で、事前予約が必要  

   イ 現場相談 

現場での相談等が必要な場合に、事務所・事業所、店舗等で助言等を行う。 

 

ウ 支援機関との連携による相談 

(ｱ) 県産業技術センターとの連携                     ３９９千円 

・ＫＩＰと県産業技術センターそれぞれに｢経営・技術総合相談センター｣を設置し、中

小企業者等の技術面と経営面に関連する課題について一体的に相談に応じる。 

・中小企業者等からの求めに応じ、ＫＩＰ職員と県産業技術センター職員が現場に出向

き、経営と技術に関する課題に対して、適切な助言と情報提供を実施する。 

(ｲ) その他支援機関との連携 

日本経営士会神奈川県会、神奈川県信用保証協会及び横浜信用金庫と連携して窓口相

談を実施する。 

エ 下請かけこみ寺の開設                         ４１８千円 

下請取引適正化の推進のために、「下請かけこみ寺」として、下請取引に関する苦情・

紛争相談に対応するとともに、必要に応じて弁護士により、その解決や未然防止のための

アドバイスを実施する。また、関係機関との連携により取引適正化講習会を開催する。 
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新規 

オ Ｗｅｂ相談室(仮称)の開設 

ＫＩＰが受けた相談のうち多くの中小企業者等に共通の課題であると思われる相談内容

及びそれらに対する回答等を掲載するＷｅｂ相談室(仮称)をホームページ上に設置する。 

(2) 相談機能の充実・強化 

〔事業目的〕 

平成２２年度にリニューアルした相談管理システムを活用して、相談機能の充実・強化を図る。 

〔実施内容〕 

・相談管理システムを活用して相談内容の分析を行い、県内中小企業の経営課題の傾向を把握

し、中小企業支援に活用する。 

・相談担当者が定期的に情報交換・相談事例の検討を行うことにより、相談に対する対応力の

向上・相談担当職員のスキルアップを図る。 

 

２ 情報提供（経営企画室、事業推進支援課）              ９，７８０千円 

(1) 中小企業の経営に関連する情報の受発信（経営企画室）         ８，２７０千円 

〔事業目的〕 

ＫＩＰの支援事業に関する情報や中小企業の経営に影響を与える経済情報などを、情報誌

やホームページなどを活用して、県内中小企業者等に提供する。 

〔実施内容〕 

ア 情報誌「中小企業サポートかながわ」の発行             ６，８８２千円 

ＫＩＰの実施事業、県・国等の商工労働施策・支援事業、中小企業者等の関心が高い情

報等を、“読みやすく・わかりやすく”提供することにより、中小企業者等の適時適切な経

営判断に資するとともに、ＫＩＰ等の支援事業の利用促進を図る。 

なお、掲載内容は、ホームページにも掲載する。 

・発行回数：年１２回（原則毎月１５日発行） 

・発行部数：７，０００部／月 

 

イ インターネットによる情報受発信                  １，３８８千円 

(ｱ) ホームページの運営 

ａ 情報提供 

ＫＩＰに関する情報をより多くの中小企業者等に提供することにより、支援サービ

スの活用を促進するため、ホームページを活用して“わかりやすく”“利用者の役に立

つ”最新の情報を配信する。 

ｂ リニューアル 

公益法人化に伴い組織、事業体系等を変更することから、ホームページの構成・コ

ンテンツなどについて全面的な見直しを行う。 
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(ｲ) メールマガジンの配信 

ＫＩＰに関する情報や行政、支援機関等の情報を適時適切に提供するため、Ｅメールに

よるメールマガジンを配信する。 

ａ ＫＩＰメールマガジン 

・発行回数：年１２回（原則毎月１日配信） 

・配信先： 受信希望者（登録者）等 

・登録数 2,436件 

      ｂ ビジネス／イベント情報 from ＫＩＰ 

・ 発行回数：随時 

・ 配信先：ＫＩＰのイベント・セミナー参加者等 

・ 登録数 24,014件 

 

(2) Ｋ-ＰＯＴによる情報受発信（経営企画室）                 ３６０千円 

〔事業目的〕 

県内を中心とする中小企業支援機関等が実施する支援事業の活用を促進するため、それらの

機関等が発信する最新情報を集約し、一元的に提供するポータルサイトＫ-ＰＯＴ（かながわ

中小企業ビジネス支援サイト）を運営する。 

〔実施内容〕 

・支援機関が発信する支援事業やイベント情報等を集約して、県内中小企業者等に提供。 

・掲載内容を充実させるため、新たな情報掲載機関（登録機関）を開拓。 

・民間情報の掲載についても検討。 

・利用者や情報提供者の利便性の向上を図るため、画面のリニューアルを検討。 

＜特色＞ 

・県内及び近隣都県の支援機関等にＩＤ・パスワードを発行。各機関等がそれぞれの情報を直

接掲載 

・情報を分野別（金融、技術、人材、創業、経営等）、地域別に掲載 

・掲載された情報を、その日のうちにメールで配信（すっ飛びメール） 

(3) 説明会等による情報発信・情報交換（事業推進支援課）         １，１５０千円 

ア 中小企業技術革新(ＳＢＩＲ)制度の活用促進               ８５０千円 

〔事業目的〕 

中小企業に国の研究開発補助金等（ＳＢＩＲ制度）に関する情報を提供するため、民

間専門機関に委託し、情報提供を行うとともに、助成金の申請に関する助言を行う。 

〔実施内容〕 

・説明、相談会の開催：年３回程度 

・手引書の作成 

・ホームページの開設、メールマガジンの発行 
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イ 産学交流サロンの開催                         ３００千円 

〔事業目的〕 

中小企業者・創業予備軍と大学・研究機関等の相互交流を推進するため「産学交流サ

ロン」を開催し、企業間・産学公連携による県内の地域社会からの新規創業・新事業進

出の促進を図る。 

〔実施内容〕 

県内に人的ネットワークを有し、創業や企業間連携、産学公連携に関する活動に取り

組む団体等に委託し､開催する。 

・開催地域：県内（１か所） 

・開催回数：５回程度 

・活動内容：講演会・研究会、交流会等の開催 

 

３ 調査・分析（経営企画室）                     ２，５１３千円 

〔事業目的〕 

県内中小企業の景気動向等を把握するための「中小企業景気動向調査」を実施し、調査結果を

効率的な中小企業支援実施に活用するとともに、情報誌等を通じて公表することにより、中小企

業等の経営判断の参考としていただく。 

なお、急激な経営環境の変化等が発生した場合は、中小企業に及ぼす影響等を把握するために

必要に応じ「緊急中小企業経営実態調査」を実施する。 

〔実施内容〕 

(1) 中小企業景気動向調査                         ２，５１３千円 

・調査回数：年４回（四半期ごと） 

・調査対象：製造業、建設業、卸売業、小売業、飲食店、サービス業  計３，０００社 

・調査方法：郵送によるアンケート調査 

・調査項目：現在及び今後の業況判断、今期の経営状況、前期の経営実績 

 

(2) 緊急中小企業経営実態調査 

・調査回数：随時 

・調査対象：テーマに応じてサンプルを抽出 

・調査方法：郵送によるアンケート調査 

・調査項目：発生した事象に応じたテーマ及び項目 
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Ⅱ 企業ニーズに対応した支援事業の展開   １７０，４９６，２８２千円 

１ 経営安定・経営革新支援（経営改善支援課）            １２，２３２千円 

(1) 経営革新支援                           １２，２３２千円 

ア 経営アドバイザーの派遣                     １１，０８２千円 

〔事業目的〕 

中小企業者等が抱えている様々な経営課題の解決を支援するため、その課題解決に最適

な専門家を経営アドバイザーとして派遣し、適切な診断・助言を行う。 

〔実施内容〕 

申込企業等の希望またはＫＩＰが選定した適切な専門家を派遣し、経営課題や問題点の

解決に向けたアドバイスを行う。 

・派遣対象者:経営の革新や改善に取り組む中小企業、団体、ＮＰＯ等 

・派 遣 件 数：６５件程度 

・派 遣 回 数：企業、ＮＰＯ等は１件当たり８回、中小企業者で構成された団体等

は２０回を限度に派遣 

・派 遣 費 用：有料 

※ １回あたり初年度は８,４００円、２年目以降は１１,５５０円を企

業が自己負担 

新規 

(2) 経営安定支援                             １，１５０千円 

ア 地域密着型産業強化事業の実施 

〔事業目的〕 

   地域における商業機能の低下が懸念されるとともに介護や子育てなどの生活支援サービ

スの充実が求められている。また、一方では、様々な社会的課題に対してビジネスの手法

で解決を図るソーシャルビジネスの拡大が期待されている。 

このような状況を踏まえて、地域に密着した産業活動を強化するため、当該活動に取り

組む事業者に対し専門家を派遣し取り組みの支援を行う。 

〔実施内容〕 

地域に密着した産業活動の強化に役立つ新たな事業に取り組む事業者に対し、取組内容

に応じた専門家を派遣し、事業の実施や問題点の解決に向けたアドバイスを行う。 

・派遣対象者…地域に密着した産業活動の強化に役立つ事業に取り組む中小企業、団体、

ＮＰＯ等 

・派 遣 件 数…１５件程度 

・派 遣 回 数…１件当たり３回を限度に派遣 
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２ 創業促進・事業拡大支援（事業評価・コーディネート課、事業推進支援課） ３５，７９８千円 

(1) イノベーション促進支援（事業評価・コーディネート課、事業推進支援課）   ２４，１３５千円 

〔事業目的〕 

新規創業・新事業展開に挑戦する個人・企業等のビジネスを着実に創業に結びつけるため、

平成２１年度までは、個別に実施していた｢ビジネス可能性事業｣｢コンソーシアム事業｣｢企業

間等連携事業」を有機的に結合して構築した｢イノベーション促進事業スキーム」により、Ｋ

ＩＰに相談のあった｢創業」｢新分野進出｣に関するビジネスプランを一連の流れの中で効果的

に支援する。 

 〔実施内容〕 

ア 相談に対する対応 

業種・業態を問わず、｢創業｣｢新分野進出｣に関する相談を受け、内容を確認し、適切に対

応する。 

・ 相談員 原則としてＫＩＰ職員 

・ 対応  ビジネスプランがない場合＝事業目的・事業内容の確認、課題整理など 

       ビジネスプランがある場合＝内容の確認、簡易評価、改善指導など 

イ ビジネスプランの評価 

 ＜１次評価＞ 

  マネージャーとＫＩＰ職員が提出されたビジネスプランを評価する。 

・ 評価者 マネージャー及びＫＩＰ職員 

・ 対応  一定水準に達しているもの＝ビジネスプラン評価委員会の評価へ 

        一定水準に達していないもの＝プランのブラッシュアップを支援 

 ＜２次評価＞ 

  ビジネスプラン評価委員会で評価。 

・評価者 ビジネスプラン評価委員会 

・構  成：マネージャー１名、外部評価委員４名 

・開催回数：年１０回程度 

・職  務：ビジネスプランの評価 

支援プランの評価 

支援プランの進行管理及び効果の評価 

  ・対応  ４区分に評価 

       Ｅ：ＫＩＰハンズオンとして徹底的に支援 

       Ａ：コンソーシアム事業等の支援スキームで長期・重点的に支援 

       Ｂ：個別課題解決のために外部専門家を派遣(５回以内) 

       Ｃ：プランのブラッシュアップもしくは断念を助言 

ウ 支援プランの策定（支援のためのプロジェクトチームの編成） 

コーディネーターが支援対象企業の経営者・担当者等と議論し、支援対象事業だけでなく、

企業全体の健全経営の維持を前提に支援プランを策定。 

・ 調整者 コーディネーター 

・ 対応  支援対象企業の経営者・担当者等と調整し、合意の下に支援プランを策定 

※  必要に応じ、支援プラン推進のためのプロジェクトチームを編成。 



12 

 

エ 具体的支援スキーム 

支援対象事業の内容に即した外部専門家（事業化促進アドバイザー）を配置し、支援対象

企業と合意した支援プランを推進する。 

支援スキームは、１社で取り組む「単独型」と企業間・産学連携等で取り組む「連携型」

に区分する。 

(ｱ)単独型支援 

ａ Ａ評価以上 

「ビジネスプラン評価委員会」でＡ評価以上となったビジネスプランのうち、自 

社のみで事業推進が可能な企業を支援する。 

・支援件数 １０件程度 

・支援期間 プランの内容による（無制限） 

・支援内容 プランの内容に応じて設定 

ｂ Ｂ評価相当 

 Ｂ評価となったビジネスプラン及び相談の段階で一定水準に達していると認められ 

たビジネスプランのうち、自社のみで事業推進が可能なものを支援する。 

・支援件数 ５件程度 

・支援期間 １年 

・支援内容 専門家派遣（５回以内） 

 

（ｲ）連携型支援 

ａ コンソーシアム事業（バイオは株式会社ケイエスピーへ委託して実施） 

「ビジネスプラン評価委員会」でＡ評価以上となったビジネスプランのうち、企業、

大学・研究機関等との連携によるものあるいは新たに連携を構築する必要があるもの

を支援する。 

特に事業可能性が高いプランについては、研究開発調査やマーケティング調査を委

託(委託費１００万円以内)することができる。 

・支援件数 １０件程度 

・支援期間 プランの内容による（無制限） 

・支援内容 プランの内容に応じて設定 

ｂ 企業間等連携促進支援 

「ビジネスプラン評価委員会」でＢ評価となったビジネスプランあるいは１次評価

で専門家派遣等により事業可能性が高まると判断されたプランのうち、企業間や企業

と研究機関等の連携による共同開発、業務提携、販路開拓等が効果的なものについて、

その事業の内容に応じて最適の大学・試験研究機関等との連携をコーディネートし、

事業化を促進する。 

・支援件数 ５件程度 

・支援期間 １年 

・支援内容 専門家派遣（５回以内） 
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(2) 創業支援（事業推進支援課）                      ８，８６３千円 

ア インキュベート入居企業の成長支援［直営］             １，９９３千円 

〔事業目的〕 

新規創業に挑戦している者の創業促進や創業後あるいは新事業進出後５年以内のベン 

チャー企業等の経営基盤の確立を支援するため、神奈川中小企業センタービル内に小規

模なオフィススペースを設ける。 

〔実施内容〕 

(ｱ) インキュベートルーム 

・設置場所：  中小企業センタービル７階 

・入居期間：  ３年間 

・入居者の選定：「入居者検討会」を開催して入居希望者と面接し、入居の可否を決定。 

※このほか、有望な企業の入居を促進するため「インキュベートルー

ム入居者選定オーディション」を年２回程度開催。 

一定の水準にある企業については、入居条件を優遇するとともに

徹底的な支援を行う。 

・支援内容：担当マネージャーが経営面や資金調達、販路開拓等のコンサルティング

や情報提供等を行う。 

(ｲ) ドリカムスペース 

創業・新事業進出の準備段階から支援するため、事業化プランが具体的ではない者

向けの「ドリカムスペース」を設置。 

・設置場所：  中小企業センタービル５階事業化支援部内 

・利用期間：  原則３カ月 

・入居者の選定：「ドリカムスペース入居者選定オーディション」を開催し選定。 

・支援内容：  担当マネージャーが創業に向けてビジネスプランの策定・ 

ブラッシュアップなどの支援を行う。 

 

イ インキュベート入居企業の成長支援［委託］            ６，８７０千円 

〔事業目的〕 

ＫＩＰがインキュベート機能を持つと認定した機関のインキュベート施設に入居して

いるベンチャー企業の支援を強化するため、認定機関に対し助成を行う。 

〔実施内容〕 

・委託先： ＫＩＰがインキュベート機能を有すると認定した県内支援機関等 

・支援対象：認定機関が選定したインキュベート施設入居者 

 

         ※ ＫＩＰのイニシアチブにより、認定機関及び地域プラットホーム関係機関等による 

「支援事例研究会」の開催などを通じて、各機関の経験を共有し、県内におけるイン 

キュベート機能の向上を図る。 
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ウ ＩＴベンチャー創業支援事業の実施                           ―千円 

〔事業目的〕 

マイクロソフト社が実施する「ＢｉｚＳｐａｒｋプログラム」にネットワークパート

ナーとして参加し、ＩＴベンチャー企業に対してソフトウェアの導入支援を実施する。 

〔実施内容〕 

・支援対象：ソフトウェア開発企業 

※ 株式非公開・設立３年以内・年間売上高１.２億円以下 

・支援内容：マイクロソフトの開発環境やサーバー製品の商用ライセンスを後払いで 

提供。本プログラムに参加することによる認知度の向上 

 

(3) 事業拡大支援（事業推進支援課）                   ２，８００千円 

ア ビジネスオーディションの開催        （実行委員会事業：４，０００千円） 

〔事業目的〕                                      

新規創業による開業率の改善や中小企業の新分野進出・事業転換の促進により県内産

業の活性化を図るため、新たに取り組もうとする事業に関するプラン・アイデアを募集・

評価し、優秀なものについて発表の機会、ビジネスパートナーとの出会いの場を提供する。  

また、実行委員会構成団体が、応募プラン・アイデアのブラッシュアップや応募者が

抱える課題の解決に向けたアドバイスを行うなどして、応募者の夢の実現を応援する。 

〔実施内容〕 

・実施主体：ＫＩＰ、県及びかながわビジネスオーディション実行委員会※
 

※ 実行委員会構成団体 

神奈川県、ＫＩＰ、一般社団法人神奈川ニュービジネス協議会、 

公益財団法人起業家支援財団、株式会社ケイエスピー、 

一般社団法人日本起業家協会 

・スケジュール  

 キックオフイベント開催：４月 

ビジネスプラン募集時期：５月～６月 

開催時期：       平成２４年２月 

（「テクニカルショウヨコハマ２０１２」と同時開催） 

開催場所：       パシフィコ横浜会議センター 
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３ 販路開拓支援（事業課、事業推進支援課、取引振興課）      ４１，３１０千円 

(1) 取引あっせん（取引振興課）                                        ２０，７３５千円 

〔事業目的〕 

県内中小企業者等の安定的な取引の確保・取引の拡大を図るため、受・発注取引のあっせん

を行う。 

〔実施内容〕 

ア 個別マッチング                          ５，４２３千円 

取引データベースに登録する受・発注企業からの「受注」又は「発注」の申し出に基づき、

新たな取引先を紹介する。 

また、県下７地区の商工会議所等において、取引のあっせんに係る巡回あっせん相談を実 

施する。 

 

 

 

 

 

 

イ 商談会                              １，２２８千円 

(ｱ) 受・発注商談会                          １，２１６千円 

発注企業と発注企業からの発注案件に対応可能な受注企業とが一堂に会し、個別商談に

よる商談を行う「受・発注商談会」を地域の支援機関と連携して開催する。 

・回数：   年４回 

・開催場所： 横須賀、川崎、相模原、横浜 

・参加企業数：発注企業 ４０～５０社  

受注企業 ２００～３００社 

(ｲ) オーダーメイド型商談会                        １２千円 

企業訪問等により大手メーカーの新規外注ニーズを発掘し、その案件（オーダー）に対

応できる受注企業との個別商談会を開催する。 

     ・回数：年２回程度 

     ・参加企業数：２０社程度 

(ｳ) 県外大手メーカーにおける展示商談会（神奈川県新技術・新工法展示商談会）  

（実行委員会事業：２，７３０千円） 

県外大手メーカーに働きかけ、その開発拠点等で、大手メーカー及び関連企業の技術者

等を対象に、県内中小企業者の優れた技術等を展示・紹介する、提案型商談会を開催する。 

     ・回数：   年１回 

     ・参加企業数：２０～４０社 

 

ウ 発注開拓企業訪問                         ９，８３７千円 

「ＫＩＰ職員」および「発注開拓専門員（大手企業の資材購買実務経験者等）」が大手メ

ーカーの発注部門や研究開発部門を訪問し、発注案件の獲得、商談会への参加要請、外注

方針等の情報収集、未登録企業への登録勧奨等を行う。 

【相談実施場所】 

・藤沢商工会議所 ・小田原箱根商工会議所  

・横須賀三浦地域県政総合センター ・秦野商工会議所   

・茅ヶ崎商工会議所 ・平塚市役所 ・大和商工会議所  
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(ｱ) ＫＩＰ職員 

・実施時期：年４回（強化月間） 

・訪問企業数：４００社（主に大手メーカーの発注部門） 

(ｲ)  発注開拓専門員：１０名 

・実施時期：通年 

・訪問企業数：１，１００社（主に大手メーカーの発注部門） 

  

  エ 登録企業の実態調査及びデータベースの整備・運営           ４，２４７千円 

取引あっせんの効率的・効果的な実施のために、受・発注企業データベースを設け、その

適切な運用を図る。 

(ｱ) 受・発注情報システムの維持・管理                ３，５０６千円 

取引あっせんを効率的に推進するために設けた、受注企業と発注企業の企業情報データ

ベースを運用する。 

(ｲ) 登録企業データベース更新調査                    ４６５千円 

受・発注企業データベースに登録された受注企業に調査票を発送し、企業情報（所在地、

保有設備等）を更新する。 

・更新回数：   年１回 

・調査対象企業数：約３，０００社 

(ｳ) 発注企業実態調査                          ２７６千円 

県内発注企業の生産現況、生産見通し、新規発注計画の有無等についてアンケート調査

を実施し、分析結果を発注開拓企業訪問や受注企業への取引あっせん等に活用する。 

・調査回数：   年４回 

・調査対象企業数：５００社  

(ｴ) 受注企業実態調査 

県内受注企業の受注量の増減、受注単価の推移、経営課題等についてアンケート調査を

実施し、分析結果を取引あっせんに活用する。 

     ・調査回数：   年１回 

     ・調査対象企業数：約３，０００社 

    

（2）ベンチャー企業等販路開拓事業（事業推進支援課、取引振興課）      ３，３４３千円 

〔事業目的〕 

ベンチャー企業など県内中小企業者等が開発した商品やサービス等の販路開拓を支援する

ため、新たな販売先の紹介を行うほか、専門家によるアドバイスを行う。 

〔実施内容〕 

ア ベンチャー企業販路開拓ナビゲート事業（事業推進支援課）      １，９８３千円 

ベンチャー企業の開発した商品やサービス等の販路開拓を支援するため、経験豊かな企業

ＯＢ等の販路ナビゲータにより、新たな販売先の紹介を行う。 
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＜支援対象企業＞ 

・要件：県内に主たる事業所を有し、ＫＩＰが一定の評価を与えた企業、県内支援機関が 

推薦する企業等 

・支援企業数：  １０社程度 

・支援企業の選定：「ベンチャー企業販路ナビオーディション（仮称）」で、販路ナビゲ

ータが支援効果が大きいと判断した企業の中から選定 

＜販路ナビゲータ＞ 

・職務：支援対象企業と販売先企業とのマッチングの実施 

マーケティングに関するアドバイスの実施 

・登録：営業経験豊富で幅広い人脈を持つ企業ＯＢ等を「販路ナビゲータ」として登録 

・募集：通年 

＜支援手法＞ 

・ベンチャー企業販路ナビオーディション（仮称）（年１回開催） 

支援希望企業が、販路ナビゲータに対し自社の製品・サービスのＰＲを実施 

販路ナビゲータのマッチング可能性判断を参考に支援対象企業を選定 

・現地説明会 

支援対象企業で、商品・サービスの詳細説明を実施 

・交流会 

販路ナビゲータのスキルアップ・連携強化のために事例報告等を実施 

 

イ 研究開発型企業との取引マッチングの実施（取引振興課）       １，３６０千円 

コーディネーターとして委嘱した大手企業の研究開発実務経験者等が県内の研究開発型企

業を訪問し、大学等が求める高度な技術力を必要とする発注案件に対応できる受注企業を発

掘し、それらの企業と大学等との受発注取引のマッチングを行う。  

・コーディネーター：２名 

・実施時期：通年 

・訪問企業数：１６０社（主に大手メーカーの研究開発部門） 

 

(3) 企業・製品等ＰＲのための展示会出展支援事業（事業課、事業推進支援課、取引振興課） 

１７，２３２千円 

〔事業目的〕 

県内の中小企業者が開発した新製品や新技術等の新たな市場開拓や販路拡大を図るため、展示

会等への出展を支援する。 

〔実施内容〕 

ア ベンチャー企業の展示会等出展支援（事業推進支援課）        １，８５２千円 

ＫＩＰが支援するベンチャー企業等の製品・サービスを広く周知するため、県内展示会な

どに出展する際の出展料の一部を助成する。 

・ 対象企業：  一定水準以上のビジネスプランを有する企業等１２社程度 

・ 対象展示会等：テクニカルショウヨコハマ２０１２展示ブースの提供（共同出展方式） 

その他の展示会への出展費用の一部助成 
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  イ 東京インターナショナルギフトショーへの出展支援（事業課）    １２，４２５千円 

 小田原木製品等県産品や県内中小企業者等が扱う優良な輸入商品等を広くＰＲし、販路

拡大を図るため、海外からのバイヤーも数多く訪れる日本最大のギフト商品見本市への出

品を支援する。 

(ｱ) 東京インターナショナルギフトショー秋            

・会  期：平成２３年９月 

・会  場：東京ビッグサイト 

・参加規模：１２小間 

(ｲ) 東京インターナショナルギフトショー春             

・会  期：平成２４年２月 

・会  場：東京ビッグサイト 

・参加規模：１８小間 

 

ウ 「かながわブース」による出展（神奈川県新技術・新工法展示商談会）（取引振興課） 

（実行委員会事業：２，９８０千円） 

首都圏内で開催される大規模な専門展示会等に「かながわブース」を設け、県内中小企業

者等の優れた技術等を展示・紹介するとともに、「かながわ発」のものづくりの先進性等を

アピールする。 

・回数：   年１回 

・参加企業数：１０社程度 

 

エ テストマーケティング事業（事業推進支援課）              ８００千円 

地域や期間を限定して試験的に実市場で販売やプロモーションを行う企業を対象に、その

取り組みの効果を向上させるために、専門家によるアドバイス及び展示会出展に関する経費

の一部を助成する。 

・支援企業数：４社程度 

・助 成 率：助成対象経費の２分の１以内 

  

オ ウッドワークフェア in札幌（事業課）                    ２，１５５千円 

〔事業目的〕 

小田原木製品等県産品の販路拡大を図るため、ギフト・土産物商品の大消費地の北海道地

区で、流通関係や問屋等の専門家向けの展示商談会を開催する。 

〔実施内容〕 

(ｱ) 会  期：平成 ２３年１０月、平成２４年２月 

(ｲ) 会  場：札幌市内展示場 

(ｳ) 開催規模：１４小間  
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４ 資金支援（資金支援課）                １７０,３７７,５８２千円 

(1) 設備導入等の効果的支援                       ３，１０８，４８２千円 

ア 設備貸与（割賦・リース）の実施                    ９９５，１４９千円 

〔事業目的〕 

小規模企業者等設備導入資金助成法に基づき、県内小規模企業者等の創業及び経営基

盤の強化のための設備投資を促進するため、事業用設備の割賦事業及びリース事業を行う。 

〔実施内容〕 

(ｱ) 割賦事業 

a 事業規模 

・割 賦 総 額：２００，０００千円 

・割賦予定企業数：１６企業 

b 資金調達計画 

・県 借 入 金：１００，０００千円(無利子・期間８年) 

・日本政策金融公庫：１００，０００千円(年２.０５％［基準利率に連動］･期間８年) 

c 割賦条件 

・割賦限度額：１，０００千円～６０，０００千円 

・割 賦 期 間：７年以内 

・割 賦 利 率：年２．００％ 

d 申込受付期間 

平成２３年４月１日から、割賦総額に達するまで 

(ｲ) リース事業 

a 事業規模 

・リ ー ス 総 額：３００，０００千円 

・リース予定企業数：２４企業 

b 資金調達計画 

・県 借 入 金：１５０，０００千円(無利子・期間８年) 

・日本政策金融公庫：１５０，０００千円(年２.０５％［基準利率に連動］･期間８年) 

c リース条件 

・設 備 限 度 額：１，０００千円～６０，０００千円 

・リ ー ス 期 間：３年～７年 

・月額リース料率：３年 ⇒ ２．９６５％    ４年 ⇒ ２．２７１％ 

５年 ⇒ １．８４５％    ６年 ⇒ １．５６８％ 

７年 ⇒ １．３７０％ 

d 申込受付期間 

平成２３年４月１日から、リース総額に達するまで 

    

イ 設備資金貸付の実行                         ２，１１３，３３３千円 

〔事業目的〕 

小規模企業者等設備導入資金助成法に基づき、県内小規模企業者等の創業及び経営基

盤の強化のための設備投資を促進するため、設備資金の貸付を行う。 
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〔実施内容〕 

(ｱ)  設備資金貸付の実行 

a 事業規模 

・貸 付 総 額：７８０，０００千円  

・貸付予定企業数：７５企業 

b 資金調達計画 

・県借入金：７８０，０００千円（無利子・期間８年） 

c 貸付条件 

・貸付限度額：５００千円～４０，０００千円 

・貸 付 率：対象設備の購入代金の２分の１以内 

①改正産業活力再生特別措置法の認定経営資源活用新事業計画、②農商工等 

連携促進法の認定農商工等連携事業計画並びに③企業立地促進法の承認企業 

立地計画及び承認事業高度化計画並びに④地域商店街活性化法の認定商店街 

活性化事業計画に基づいて設備を導入する場合は、所要資金の３分の２以内 

で、金額は６,０００万円を限度。 

・貸 付 期 間：７年（公害防止施設は１２年） 

・貸 付 利 息：無利子 

d 申込受付期間 

平成２３年４月１日から、貸付総額に達するまで 

 

【設備資金貸付制度等の償還期間の延長】 

東北地方太平洋沖地震が激甚災害として指定されたことに伴い、小規模企業者等設備資

金貸付制度及び設備貸与（割賦販売・リース）制度について、市町村等から罹災証明を受

けた小規模企業者等に対し、既往貸付金の償還期間を、２年を超えない範囲（７年以内→

９年以内）で延長を可能とする。 

  

(2) 収納・管理等                           １１，７８２千円 

ア 設備貸与等事業資金の収納・管理                  ９，８７６千円 

〔事業目的〕 

設備貸与事業及び資金貸付事業等に係る償還金等の収納・管理を行う。 

〔実施内容〕 

(ｱ) 貸付及び貸与資金の収納・管理 

・資金繰り等に支障をきたした企業からの相談について助言、分納計画等について調査

を行う。 

・年間を通じて資金貸付先等の企業訪問を実施し、経営状況の把握と共に設備の現物確

認等を行い債権の保全を図る。 

(ｲ) 「かながわキャピタル事業」に係る代位弁済案件の債権管理 

「かながわキャピタル事業」で代位弁済を実施した企業の債権管理等を行う。 
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イ 設備導入診断                           １，９０６千円 

〔事業目的〕 

小規模企業者等設備貸与・設備資金貸付の申込企業について、経営状況、設備投資の妥当

性等を判断し適切な指導を行う設備導入診断を実施する。 

※ 小規模企業者等設備資金貸付申込企業については神奈川県の受託事業。 

〔実施内容〕 

・設備導入診断 

・事後助言 

 

(3) ベンチャー企業の資金調達支援                    ２，２１０千円 

〔事業目的〕 

ベンチャー企業が必要とする事業資金の円滑な調達を支援するため、「かながわベンチャー

応援ファンド」を構成するファンド等への紹介、経営基盤強化のための助言・指導等を行う。 

〔実施内容〕 

・ ベンチャーファンドからの投資を求めるベンチャー企業について、事業可能性等を調査し、

適当と認める場合にファンドに紹介する。 

・ 経営基盤が弱い企業については、経営面、金融面等におけるアドバイスを行う。 

 

(4) 県制度融資の促進、資金調達・管理             １６７，２５５，１０８千円 

〔事業目的〕 

中小企業者等の円滑な資金調達や融資制度の効果的な運営を図るために、県制度融資の利用

促進や県、民間金融機関との連絡調整に取り組むとともに、県の融資計画に基づいて資金の調

達・管理業務等を実施する。 

また、制度融資の利用を促進するため、ＰＲ活動、相談などを実施する。 

〔実施内容〕 

ア 民間金融機関からの預託原資借入及び取扱金融機関への預託 

・借入及び預託年月日：平成２３年４月１日 

・借入額及び預託額予定：８３，０１４，９６３千円  

・借 入 利 率 予 定：１.４７５％(ただし、年度途中の借入については、その都度協議) 

・損失補償契約の締結：取扱金融機関から預託原資が償還されなかった場合には県が 

損失補償を行うことについて、県、預託原資調達先金融機関 

と３者契約を締結する。 

・事業実施に係る県との協定の締結：県の融資計画に基づき事業を実施することについ 

て、県と協定を締結する。 

イ 預託原資の償還 

取扱金融機関から償還された預託原資を、借入金融機関に償還する。 

償還年月日：平成２４年３月３０日 
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ウ 県制度融資の利用促進 

制度融資利用企業の増大を図るため、「中小企業サポートかながわ」や「ＫＩＰホームペ

ージ」等へ掲載するなどして広くＰＲ活動を展開するほか、中小企業者等からの運転資金や

設備資金の調達に関する相談を受けた際に、制度融資のメニューの中の最適なものの紹介に

努める。 
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【平成２３年度神奈川県融資計画】

借　　入　　額 借入期間 借入利率 借入利息 利子補助額

（千円） (日） （％） （千円） （千円） 融資規模（千円)

都　　　銀 79,000 365 1.475 1,166 1,166 7.8 622,500
地銀信金 1,965,000 365 1.475 28,984 28,984 3.5 6,877,500

計 2,044,000 30,150 30,150 7,500,000
都　　　銀 1,000 365 1.475 15 15 39.4 24,900
地銀信金 15,000 365 1.475 222 222 18.0 275,100

計 16,000 237 237 300,000

経営安定融資 都　　　銀 1,409,000 365 1.475 20,783 20,783 3.3 4,650,000
地銀信金 11,522,000 365 1.475 169,950 169,950 2.2 25,350,000

計 12,931,000 190,733 190,733 30,000,000
経営安定融資 都　　　銀 24,000 365 1.475 354 354 3.2 77,500

地銀信金 201,000 365 1.475 2,965 2,965 2.1 422,500
計 225,000 3,319 3,319 500,000

緊急経済対策融資 都　　　銀 2,606,000 365 1.475 38,439 38,439 3.3 8,602,500
地銀信金 21,317,000 365 1.475 314,426 314,426 2.2 46,897,500

計 23,923,000 352,865 352,865 55,500,000
24,000 365 1.475 354 354

39,163,000 577,658 577,658 93,800,000

都　　　銀 199,000 365 1.475 2,936 2,936 6.8 1,356,600
地銀信金 9,981,000 365 1.475 147,220 147,220 3.1 30,943,400

計 10,180,000 150,156 150,156 32,300,000
都　　　銀 19,000 365 1.475 281 281 44.7 886,200
地銀信金 995,000 365 1.475 14,677 14,677 20.3 20,213,800

計 1,014,000 14,958 14,958 21,100,000
都　　　銀 1,000 365 1.475 15 15 44.7 84,000
地銀信金 94,000 365 1.475 1,387 1,387 20.3 1,916,000

計 95,000 1,402 1,402 2,000,000

都　　　銀 15,000 365 1.475 222 222 8.5 127,500
地銀信金 1,940,000 365 1.475 28,615 28,615 3.8 7,372,500

計 1,955,000 28,837 28,837 7,500,000
都　　　銀 62,000 365 1.475 915 915 8.5 528,700
地銀信金 8,045,000 365 1.475 118,664 118,664 3.8 30,571,300

計 8,107,000 119,579 119,579 31,100,000
都　　　銀 0 365 1.475 0 0 0.0 0
地銀信金 0 365 1.475 0 0 0.0 0

計 0 0 0 0

21,351,000 314,932 314,932 94,000,000

創業支援融資 当初預託 3,500,000 365 1.475 51,625 51,625 1.0 3,500,000
計 3,500,000 51,625 51,625 3,500,000

スタートアップ融資 当初預託 800,000 365 1.475 11,800 11,800 1.0 800,000
計 800,000 11,800 11,800 800,000

当初預託 3,500,000 365 1.475 51,625 51,625 1.0 3,500,000
計 3,500,000 51,625 51,625 3,500,000

都　　　銀 1,000 365 1.475 15 15 38.3 11,200
地銀信金 15,000 1.475 222 222 25.9 388,800

計 16,000 237 237 400,000

7,816,000 115,287 115,287 8,200,000

68,330,000 1,007,877 1,007,877 196,000,000

- - - 60,000,000

68,330,000 1,007,877 1,007,877 256,000,000

14,684,963 216,605 216,605 -

83,014,963 1,224,482 1,224,482 256,000,000

フロンティア資金

小規模事業資金

ｸｲｯｸ保証融資
（つなぎ）

（通常分）

無担保ｸｲｯｸ保証融資
（長期）

企業化支援資金

事業振興資金

（短期）

　　協調倍率

（残高預託分）

資　　金　　名　　等

経営安定資金

(ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ5号)

産業集積促進融資

小口零細企業保証資金

（長期）

(ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ1～6号以外)

(ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ1,2,3,4,6号)

輸出入促進資金

　経営安定型融資　　小　　計

総　　　　　　計

　構造調整型融資　　小　　計

制度融資計

（緊急対応分）

制度融資

（長期）

（短期）

流動資産担保融資

　体質強化型融資　　小　　計
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５ 国際化支援（総務課、国際取引振興課）              ２０,０３９千円 

(1) 大連・神奈川経済貿易事務所の運営（総務課）            １０，０００千円 

〔事業目的〕 

大連神奈川経済貿易事務所にＫＩＰ職員１名を配置することにより支援機能を強化し、中

国大連地区を中心とする中国での拠点設置やビジネスの展開に取り組む県内中小企業者及び既

に中国に進出している県内中小企業者を支援する。 

〔実施内容〕 

ア 県内中小企業者に対する支援 

・地元経済情報等の収集提供 

・県内中小企業者等の現地活動への支援 

・現地調査ミッションの受入調整、便宜供与他 

イ 既進出企業への支援 

・税制、労務等企業活動に必要な情報の提供 

・進出企業間のネットワーク活動 

ウ その他 

・中国企業誘致活動 

・観光客誘致活動、観光ＰＲ他 

(2) 国際ビジネス展開の支援（国際取引振興課）               ８，５８９千円 

〔事業目的〕 

先行き不透明な日本経済の中で、著しい成長を遂げている中国、インド、ＡＳＥＡＮ諸国な

どに新たな活路を求めている県内中小企業者の円滑な事業展開を支援するため、投資・貿易相

談、情報提供、ビジネスマッチングなどを行う。 

〔実施内容〕 

ア 海外へのミッションの派遣等 

アジア地域への直接投資や貿易取引の拡大を支援するためミッションを派遣し、現地の

経済状況・投資環境調査、現地企業訪問、現地企業との情報交換会・ビジネスマッチング

等を開催する。 

・派遣回数：  年４回程度 

・派遣先候補： 中国、インドおよびＡＳＥＡＮ諸国 

・現地での活動：グローバルビジネス商談会・展示会への共同出展および商談 

現地企業との交流会の開催 

現地企業訪問等 

イ 海外ミッションの受け入れ 

県内への進出調査や商談等のために来県した海外ビジネスミッションを受け入れ、投資

セミナーの開催や県内企業とのマッチング等を行う。 

また、海外経済機関の在日本事務所等との情報交換を行う。 
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 (3) 外資系企業等セミナー等の運営（国際取引振興課）             １，４５０千円 

〔事業目的〕 

外資系企業の神奈川県への進出促進・定着を図るため、外資系企業をメインターゲットとす

るセミナーを開催する。 

〔実施内容〕 

ア グローバルネットワーキングセミナーの開催 

・目的：  外資系企業の相互連携の促進 

外資系企業と県内中小企業者等とのネットワーク構築やビジネスマッチング 

支援 

・対象：  県内外資系企業及び関連団体等 

・開催時期：平成２３年１１月 

・開催場所：横浜 

イ 外資系企業フォローアップセミナーの開催 

・目的：  外資系企業の事業活動の促進及び定着 

・内容：  法律、税務、商慣習、労働慣行関係等とし、資金支援施策等中小企業支援 

策や、日本の生活環境・慣習なども紹介 

・対象：  県内外資系企業 

・開催回数：年２回 

・開催場所：横浜 

 

６ 人材育成支援（事業課）                         ９，３２１千円 

厳しい経済環境の中で、創業・新分野進出や県内中小企業等の経営安定・経営改善に取り組

む人材を育成するために、セミナーや実践的な研修を実施する。 

(1) ビジネスプラン実践講座の開催                       ５００千円 

〔事業目的〕 

具体的なビジネスプランを有する起業家予備軍等を対象に、プランの具体化に必要な実践

的な知識の習得を目指し、個別指導も交えた実践講座を開催する。 

〔実施内容〕 

・開催回数：年１回（８日間程度） 

・開催時期：１～３月 

・形式：  セミナー形式 

・目的：  創業への不安を払拭するため、テーマ別に基礎知識を習得。 

加えて個別指導によりビジネスプランのブラッシュアップを図る。 

(2) 経営革新支援研修の実施                          ２０４千円 

〔事業目的〕 

県内中小企業の経営革新活動を促進するため、普及・啓発的なセミナー・研修等を実施する。 

〔実施内容〕  

・テーマ： 中小企業の経営革新に関連するテーマ 

・形式：  集合形式＝中小企業全般が対象となる汎用型 

      個別形式＝中小企業の要望に応じたオーダーメイド型 
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・開催回数：集合形式＝年２回程度 

      個別形式＝中小企業の要望に応じ開催 

・開催時期：集合形式＝未定 

個別形式＝通年 

 

(3) 現場のムダとり実践講座の開催                     ６，０００千円 

〔事業目的〕 

県内企業の「生産性の向上」及び「リーダーシップを発揮する人材を育成」することによ

り、研修生の派遣元企業の県内外企業及び海外企業に対する競争力の強化を図ることを目的と

した研修を実施する。 

〔実施内容〕 

ＰＥＣ産業教育センターの協力を得て、現場のリーダー等を対象に、ムダとり(トヨタ生産

方式）に関する研修を開催する。 

＜第３回開催概要＞ 

 開催期間：5月～10月 

 第 1回：モラール訓練 

 第 2回～5回：工場実習 

 第 6回：成果発表会 

 

(4) 国際ビジネス等支援研修の開催                     ２，４１７千円 

〔事業目的〕 

県内中小企業者等の海外進出や海外取引のために必要な知識の習得・向上を図ることによ

り企業の国際ビジネス展開を実務や人材面から支援するため、貿易関連や語学等の研修を行う。 

また、時代の潮流や中小企業の進出意欲を踏まえて、海外進出全般や個別国家・地域に関

連する経済情報や社会状況及び法制度などビジネスに関連する情報を提供するセミナーを開催

する。 

〔実施内容〕 

ア 国際人材養成講座 

・開催回数：年４回程度 

・開催場所：横浜 

イ 県内企業国際化支援セミナー 

・開催回数：年４回程度 

・開催場所：横浜 

ウ 国際経済ビジネスセミナー 

・開催回数：年６回程度 

・開催場所：横浜 

 

(5) その他の実践講座の開催                          ２００千円 

県内中小企業等のニーズを踏まえて、速効性のある実践的なセミナー・研修を開催する。 

＜テーマ例＞ 

・中小企業のための環境マネジメントシステム導入支援セミナー 

・省エネルギーセミナー など 
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Ⅲ 支援機関との連携・協働の推進                     １,６３７千円 

１ 地域連携（経営総合相談室、事業推進支援課）               １，４８０千円 

 (1) 県産業技術センターとの組織的連携の推進（経営総合相談室）           

〔事業目的〕 

ものづくり系中小企業者へのワンストップサービス体制の強化を図るため、経営面から支援

するＫＩＰと技術面（デザイン相談を含む。）から支援する県産業技術センターとの組織的レ

ベルでの連携を強化し、経営と技術の一体的支援体制を確立する。 

〔実施内容〕 

かながわ中小企業総合支援委員会の運営 

中小企業の視点に立って経営と技術に関する迅速・柔軟かつ効率的な支援のあり方を検討

するとともに、連携の成果を評価するため設置された「かながわ中小企業総合支援委員会」

を運営する。 

・支援委員会：年４回程度（ファクトリーミーティング等を含む） 

・連携推進会議：年４回程度 

(2) 地域支援機関との連携（経営総合相談室、事業推進支援課）         

〔事業目的〕 

県内の中小企業者等に対する支援をより効果的なものにするため、商工会議所・商工会等

の地域支援機関や金融機関と情報交換・意見交換を行い、中小企業者等のニーズを踏まえた

連携事業の実施をめざす。 

〔実施内容〕 

県、中小企業支援機関及び新事業創出支援機関（地域プラットフォーム構成機関）との連

携強化を目的に、情報交換・意見交換のための会議を開催する。 

ア 中小企業地域支援機関連携促進会議の開催（経営総合相談室）        ９６千円 

  商工会議所・商工会等と構成団体の情報交換・意見交換を行うとともに連携事業等につい

て検討・実施する。 

 ＜連携事業例＞ 

・各機関の経営相談の概要を取りまとめた「相談Ｎａｖi」をＫＩＰホームページに掲載 

・各機関が実施する経営相談会への参加、共同巡回相談の実施 

    ・セミナーの共同開催 等 

イ 金融機関連携情報交換会議の開催（経営総合相談室）             －千円 

     構成機関と情報交換・意見交換を行うとともに連携事業等について検討・実施する。 

    ＜連携事業例＞ 

    ・相談者の紹介 

・セミナー・相談会の共同開催等 

   ウ 地域プラットフォーム推進会議の開催（事業推進支援課）         １，３８４千円

     構成機関と情報交換・意見交換を行うとともに、連携事業等について検討・実施する。 

    ＜連携事業例＞ 

・ インキュベートマネージャー交流会議の開催 

・ インキュベート事例研究会の開催 
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２ 全国連携（総務課）                          １５７千円 

(1) 全国の支援機関との交流・連携                         １５７千円 

〔事業目的〕 

国及び他の都道府県支援機関の会議等に参加し、連携のための情報交換・交流強化を図る。 

〔実施内容〕 

ア 独立行政法人中小企業基盤整備機構等が開催する全国レベルの会議への参加 

イ 五都府県中小企業振興機関経営問題連絡会議への参加 

ウ 関東ブロック中小企業支援機関連絡会議等関東レベルの会議への参加 

   エ 各支援機関等が発行する機関誌や、各種調査結果等の収集 

  

新規 

(2) 東北地方太平洋沖地震の復興に向けた交流・連携 

〔事業目的〕 

東北地方太平洋沖地震で大きな被害を受けた東北３県の復興を支援するため、都道府県中小

企業支援センターと連携して、現地産業の復興に繋がる支援を行う。 

〔実施内容〕 

   ・岩手県、宮城県、福島県の中小企業支援センターへの働きかけ 

   ・３センターからの要請に応じた支援事業の実施 
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Ⅳ ＫＩＰの活動を支える事業の展開       １，３２１，５６６千円 

１ センタービル運営・管理（総務課）                ４５０，３０２千円 

中小企業支援に充当する財源を確保するため、神奈川中小企業センタービルの適切な管理・運営を

行う。 

(1) ビルの管理                         １１１，６００千円 

・ 管理委託 

ビル管理会社へ建物管理を一括して委託することにより、コスト削減とテナントサービス

の向上を図る。 

また、施設・設備の老朽化に適切に対応するために、長期修繕計画を策定する。 

・ 大規模修繕 

東北地方太平洋沖地震の影響で使用不能となった１３階、１４階の改修を行う。 

同時に、階段室等被害を受けた個所の修繕を行う。 

 

(2) 事務室等の提供                                        ３３８，７０２千円 

〔事業目的〕 

中小企業支援機関や関係団体等の活動拠点として、貸事務室を提供するほか、入居者・利

用者の利便性を高めるために、貸会議室、駐車場等を運営する。 

〔実施内容〕 

ア 貸事務室の運営 

中小企業支援機関や関係団体等の活動拠点として、事務室等を提供するほか、インキュ

ベートルームを設けて創業予定者や創業間もないベンチャー企業に提供する。 

ａ 貸事務室 

・貸  室  数：４３室 

・貸室面積：３,６９５．１１㎡ 

     ｂ インキュベートルーム 

   ・区  画  数：１５区画（７階） 

イ 貸会議室等の運営 

・入館者をはじめとする中小企業関係団体・中小企業等の活動に役立てるため、貸会議室

及び各種催し物等に活用できる多目的ホールを提供する。 

・設備の老朽化に対応して、什器備品などの更新を行い利用者の満足度向上とリピーター

の増加に努める。 

・利用状況を分析し、より収益性が高く、利用者の満足度も向上する、利用時間区分・料

金体系を構築する。 

（施設内容） 

施 設 名 面積 定員 施 設 名 面積 定員 

特別会議室Ａ ６３．０㎡ ２０人 第２会議室 １８０．０㎡ ９３人 

特別会議室Ｂ ５８．０㎡ ２２人 第３会議室 ９４．０㎡ ３６人 

第 １ 会 議 室 ８４．０㎡ ３９人 多目的ホール ３７２．０㎡ ２２０人 
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ウ 駐車場の運営 

・入館者及び外来の中小企業者等の利便を図るため、駐車場を提供する。 

・利用状況を分析し、より収益性が高く、利用者の満足度も向上する、利用時間区分・料

金体系を構築する。 

（施設内容） 

・立体駐車場  ６２台収容 

 

(3) 環境経営の推進                                  

〔事業目的〕 

地球温暖化対策を率先実行することによりＫＩＰの二酸化炭素排出量・エネルギーコストの 

削減を図るとともに、そのプロセスを公開することにより県内中小企業の温暖化対策の促進・ 

強化を図る。 

〔実施内容〕 

ア 省エネルギー対策の実施 

・平成２１年度に実施した財団法人省エネルギーセンターの省エネルギー診断で推奨された

省エネ対策を着実に実行する。 

・ＬＥＤ照明を試験的に導入し、効果を見極めたうえで、全館導入を検討する。 

・空調の効率性を高めるために、二重サッシの導入等を検討する。 

イ エコアクション２１の認証取得  

エネルギー管理を徹底するために、エコアクション２１認証取得に取り組む。 

中央事務局：財団法人地球環境戦略研究機関及び持続性センター 

地方事務局：神奈川県中小企業団体中央会 

 

２ 万葉荘運営・管理（総務・企画部 万葉荘）            ２９２，５７５千円 

〔事業目的〕 

県内中小企業従業員をはじめとする県民、特に高齢者や家族連れが気軽に利用できる保養施 

設「万葉荘」を運営する。 

〔実施内容〕 

  赤字体質から脱却するために、売上高の増加及び経費の削減・節減に取り組む。 

(1)  売り上げを伸ばす。 

ア 宿泊客の減尐に歯止めをかける。 

(ｱ) リピーター顧客(年配)を逃さない。 

(ｲ) 新規顧客(特に若い世代)の獲得 

イ 宿泊以外での売り上げを伸ばす。 

(ｱ) イベントの開催 

(ｲ) 万緑窯の売り上げを伸ばす。 

(ｳ) 売店の売り上げを伸ばす。 

ウ 有効な広告宣伝を行う。 
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(2) 経費の削減・節減 

ア 原価管理 

(ｳ) 食材の徹底管理 

(ｴ) 備品・消耗品の管理 

イ 人件費の見直し 

ウ 一般管理費の節減 

（施設内容） 

客室数 宿泊定員 施  設  内  容 

２８室 １３９人 
大風呂､岩風呂､家族風呂､大広間 (90人)､ 

椿の間(40人)､会議室(90人)､駐車場 (40台)、万緑窯 

 

３ 工業見本市等イベント開催事業（事業課）              ７８，６２４千円 

県内中小企業者等の販路開拓を支援するため、各社の技術・製品・情報等を展示・紹介する場

となる技術見本市等を開催する。 

 

(1)工業技術見本市（テクニカルショウヨコハマ２０１２） の開催（事業課）   ６６，８７４千円 

〔事業目的〕 

出展者・来場者が、業界の枠を超えた情報の発信、収集、交流を広範囲に展開する場を設

けることにより、技術・製品の販路拡大、ビジネスチャンスの創出、地域産業の振興を図る。 

〔実施内容〕 

 会  期：平成２４年２月１日(水)～３日(金) 

 会  場：パシフィコ横浜展示ホール 

 開催規模：３６０小間 １０，０００㎡ 

 収益性向上策 

・認知度向上 

ホームページの通年開設 

・出展者満足度向上 

事前の出展効果向上セミナーの開催 

・集客力強化 

「受発注商談会」「かながわビジネスオーディション」との同時開催 

講演会、セミナー等併催行事の充実 

・新たな収入源の確保 

ホームページ、ＤＭ封筒、ガイドブックへの有料広告掲載の導入 

 

(2)先端技術見本市（テクノトランスファーinかわさき２０１１）    １１，７５０千円 

〔事業目的〕 

神奈川県内中小企業を中心とする内外の企業の先端的な工業製品やソフトウェアなど、多

岐にわたる新技術・新製品の展示・実演を通じて企業製品のＰＲ・販路の拡大・商取引の促

進を図るとともに、地域産業の育成・振興を図る。 
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〔実施内容〕 

 会  期：平成２３年７月６日(水)～８日(金) 

 会  場：かながわサイエンスパーク イノベーションセンター西棟 

 開催規模：９０小間 １，０００㎡ 

 収益性向上策 

・ 認知度向上 

ホームページの通年開設 

・ 出展者満足度向上 

事前の出展効果向上セミナーの開催 

ビジネスマッチングの実施 

・ 集客力強化 

講演会、セミナー等併催行事の充実 

・ 新たな収入源の確保 

ホームページ、ＤＭ封筒、ガイドブックへの有料広告掲載の導入 

 

４ 円滑な組織運営（総務課、経営企画室）            ４９４，５９１千円 

(1) 組織体制の整備（総務課）                               ４８５，６２９千円 

〔事業目的〕 

公益財団法人にふさわしい事業活動を実施するため、新たな事業体系を踏まえた、組織体

制の見直し・人員配置を行う。 

〔実施内容〕 

ア 組織体制の見直し 

県派遣職員が漸減する中で、公益財団法人としての責務を着実に遂行できるよう組織

体制の見直しを行うとともに効率的・合理的な組織体制の見直しを行う。 

 

イ 人員配置（平成２３年４月１日現在） 

・常勤役員：理事長、専務理事 

・職   員：事務局長以下９０名（万葉荘１９名を含む） 

（職員の内訳）                  ※( )は万葉荘職員内数 

区   分 平成２３年度(4/1現在) 平成２２年度(4/1現在) 

プロパー職員 ６３(１９) ６６(２０) 

県派遣職員 ６ ８ 

県ＯＢ職員 １ ２ 

金融機関派遣職員 ４ ４ 

民間派遣会社派遣職員  ８ １０ 

非常勤職員等 ８ ７ 

合   計 ９０ ９７ 
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ウ 職員プロジェクトチームの編成 

県内中小企業に対する支援をより効果的・効率的なものとするために、必要に応じ、

部室課を超えた職員プロジェクトチームを編成する。 

(2) 情報インフラの整備・運用（総務課）                  ８，５５８千円 

〔事業目的〕 

中小企業者等に対する支援をより効果的・効率的に実施するために、情報ネットワーク、デ

ータベース等を整備し適切に運用する。 

〔実施内容〕 

ア 顧客管理データベースの適切な運用 

平成２２年度に開発した「顧客管理データベース」を中心に、「債権管理データベー

ス」「取引あっせんデータベース」「相談管理データベース」等のサブシステムを有機的

に連携させ、効率的に運用する。 

また、一部システムについては、データ移行を効率的かつ確実に行う。 

イ 情報システム（ネットワーク構成、サーバー、パソコン等情報機器）の再整備 

  現行システムのリース期間が満了することから情報システム（ネットワーク構成、情報

機器等）全体を更新するとともに充実・強化し、運用コストの削減、業務の効率化、シス

テムの安全性・信頼性・安定性の確保及び個人情報保護の徹底を図る。 

(3) 事業評価の実施（経営企画室）                      ４０４千円 

〔事業目的〕 

組織の活性化・事業の効率化等によりＫＩＰの支援機関としての価値向上等を図るため、

学識経験者、企業経営者等で構成する事業評価委員会を設置し、ＫＩＰの組織・事業全般につ

いて外部かつ利用者の視点からの評価を受ける。 

〔実施内容〕 

・委員構成： 学識経験者、企業経営者、中小企業支援ＮＰＯ等 

・開催回数： 年３回程度 

・評価対象： ＫＩＰの組織・事業全般 

・評価の視点：外部かつ利用者の視点から評価 

・任務：   組織・事業実施状況の点検・評価 

解決すべき課題等の指摘・改善案の提言 

・本年度の重点評価項目：事業実施の手法、お客様満足度 

 

５ 職員の能力開発（総務課）                       ４７４千円 

〔事業目的〕 

県派遣職員の漸減に対応するため、プロパー職員等を対象にマネジメント研修や専門能力

を高めるスキルアップ研修等を行う。  

 〔実施内容〕 

ア マネジメント能力向上研修  

・課長級職員による自主企画研修の開催  

・外部機関が開催するマネジメント研修への参加  
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イ スキルアップを図るための研修  

・所属する室課ごとのＯＪＴの徹底 

・中小企業大学校が開催する中小企業支援担当者研修課程への参加 

・テーマ別研究会・スキルの高いＫＩＰ職員による内部研修の開催 

 

ウ ＫＩＰ職員としてのアイデンティティを確立するための研修  

・グループディスカッションの実施 

・外部講師による意識変革研修の実施 

＊  採用後５年以内の職員及び新たに採用する職員に重点的に実施 

 

６ 中期経営計画の見直し（総務課、経営企画室） 

〔事業目的〕 

「新中期経営計画」は計画期間中であるが、公益財団法人化に伴い、公益法人としての責務

を果たすとともに、より効果的な中小企業支援事業を展開できる体制及び事業体系を整備する

ため、全面的な見直しを行う。  

〔実施内容〕 

・検討体制 

プロジェクトチームを設置して検討 

・検討期間 

平成２３年４月～９月 

 

７ 会員組織運営（総務課、事業課、取引振興課）          ５，０００千円 

 〔事業目的〕                    （ＫＩＰ会事業：１０，６４０千円） 

会員組織“ＫＩＰ会”の事業活動を活性化することにより、会員相互の連携強化、会員のＫ

ＩＰ支援事業の利用促進など絆の強化を図る。 

〔実施内容〕 

  (1)会員総会・運営委員会の開催 

     ＫＩＰ会の意思決定機関である会員総会、運営委員会を開催する。 

(2)部会・研究会の運営 

  ア 部会活動 

「工業部会」「生活産業部会」「物産部会」「貿易繊維部会」「食品部会」 

「ＫＥＥＰ部会」の６部会それぞれの活動を支援する。 

  イ 研究会活動 

「ビジネスチャンス開拓研究会」「インターネット活用研究会」の活動を支援する。 

また、新たな研究会の立ち上げを図る。 

 (3)会員交流の促進 

   ア 会員交流会の開催 

イ 広報誌「ＫＩＰ会ひろば」の発行（年４回８ページ） 
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(4)トップセミナー・勉強会等の開催 

ＫＩＰ会会員をはじめとする県内中小企業の経営層に、「経済」「経営」「政治」 

「健康」「地球温暖化対策」などに関する最新情報を提供するトップセミナーや、中小

企業の課題解決に繋がる実践的で実効性の高い知識の習得をめざす勉強会を開催する。 

・ＫＩＰ会トップセミナー：隔月開催 

・Ｋ Ｉ Ｐ 会 勉 強 会：具体的な経営課題をテーマに随時開催 

 

  (5)ＫＩＰ実施事業の周知と活用促進 

    ＫＩＰ会会員にＫＩＰを有効利用していただくため、ＫＩＰが実施している中小企業支

援事業の説明会の開催及び巡回ＰＲを実施する。 
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Ⅴ その他の事業                           ２２０，８６０千円 

１ 企業再生支援（神奈川県中小企業再生支援協議会）（国受託事業）   １６０，６１７千円  

〔事業目的〕 

経営状況の悪化が、地域経済や雇用に波及することが懸念される中小企業者の再生を円滑に推 

進するため、「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法」に基づく「中小企業再

生支援協議会」を設置し、中小企業支援の施策や人材、ノウハウ等を総合的に活用したきめ細か

な支援を行う。 

〔実施内容〕 

(1) 全体会議 

県内中小企業支援機関等で構成する全体会議を設置し、支援業務部門の業務に関して助言・

指導を行うほか、関係機関相互の連携を促進する。 

・構成団体：社団法人神奈川県商工会議所連合会外２１団体 

・開催回数：年１回 

(2) 支援業務部門 

ア 専門家の配置 

再生支援業務を効果的に実施するため、支援業務部門に統括責任者及び統括責任者補佐を 

配置する。 

・統括責任者（再生プロジェクトマネージャー）： １名 

・統括責任者補佐（再生担当マネージャー）  ：１０名 

イ 企業再生支援 

(ｱ) 再生相談（第１次対応） 

支援業務部門のマネージャーが企業再生の相談に対応する。 

(ｲ) 再生支援（第２次対応） 

協議会が再生支援を行うことが適当と認めた企業には、弁護士や公認会計士、税理士、 

中小企業診断士などの専門家を含めた個別支援チームを編成し、経営改善計画の策定や実 

行について支援する。 

 

２ 緊急雇用創出事業（経営総合相談室、経営改善支援課）（県受託事業） 

  ５９，８１８千円（予定額） 

離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者を雇用して、県内企業の支援ニ

ーズの把握や支援制度の普及並びに海外市場や新たな事業領域への展開を促進するための支援を行

う。 

 (1) 中小企業活性化推進員配置事業（経営総合相談室）      ２９，８９３千円（予定額） 

  〔事業目的〕 

県内中小企業に、新たに雇用した失業者を派遣し、県やＫＩＰ等の中小企業支援施策等の

利用促進を図るとともに、新たな雇用機会の掘り起こしを行う。 

〔実施内容〕 

新たに雇用した失業者が、県内の中小企業を個別に訪問し、県の中小企業支援施策やＫＩＰ

等中小企業支援機関の支援事業のＰＲおよび中小企業支援施策・支援事業に対する意見等につ

いてヒアリングを行うとともに、新規雇用希望の把握、雇用機会等の掘り起しを行う。 

・企業訪問の実施：県内中小企業 ２，２００件 
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新規 

(2) 退職キャリア人材派遣事業（経営改善支援課）        ２９，９２５千円（予定額） 

 〔事業目的〕 

   海外市場や新たな産業分野への事業展開を通じて成長をめざす県内中小企業に不足する専門的

な知識や経験を補うため、専門知識を持つ企業ＯＢを一定期間無料で企業に派遣する。 

 〔実施内容〕 

   企業の海外事業展開・新分野進出等に造詣の深い企業ＯＢを退職キャリア人材として雇用し、

次の区分に応じて企業に派遣する。 

区 分 派遣件数 支 援 内 容 

短期派遣 ２０件程度 
企業や団体が開催する勉強会等に、３回を限度に講師や相談員と

して派遣。 

中期派遣 １５件程度 
企業の海外事業展開・新分野進出等を実施するための課題整理や

実施計画づくりを支援するため、１０回を限度に派遣。 

長期派遣  ５件程度 
企業の海外事業展開・新分野進出等に関する事業の推進を支援す

るため、３ヶ月間で延べ３６回を限度に派遣。 

 

３ 欧州地域経済交流促進事業（国際取引振興課）（県受託事業）         ４２５千円 

〔事業目的〕 

今後、ビジネスが拡大することが予想される海外地域との経済交流の促進及び企業誘致の推

進等を図るため、海外の公的経済機関向けのオフィスの維持管理、ミッション受入等の事業へ

の協力を行う。 

〔実施内容〕 

かながわ グローバルビジネス パートナーシップオフィスの維持管理 

・設置場所 山下町支所内（横浜市中区山下町 2産貿センター2階） 

・面積   計 20㎡（3室） 

・入居機関 一般社団 横浜インドセンター 
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